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BEPS Base Erosion and Profit Shifting 税源浸食と利益移転
CP 法 Cost plus method 原価基準法
CUP 法 Comparable uncontrolled price method 独立価格比準法
ICSID International Centre for Settlement of Investment Disputes 投資紛争解決国際センター
IFA International Fiscal Association 国際租税法学会
ISDS Investor-State Dispute Settlement 投資家と国家の紛争解決手段
PS 法 Profit sprit method 利益分割法
RP 法 Resale price method 再販売価格基準法
TNMM Transactional net margin method 取引単位営業利益法
UNCTAD United Nations Conference on Trade and Development 国連貿易開発会議
ポルトガル語
CAP Custo de aquisição ou de produção mais tributos e lucro 原価基準法
CARF Conselho Administrativo de Recursos Fiscais 行政不服審判所
CFIA Acordo de Cooperação de Investimentos 投資協力協定
CPL Custo de produção mais lucro 原価基準法
DRJ Delegacia Regional de Julgamento 地方審査会
PIC Preços independentes comparados 独立価格比準法
PRL Preço de revenda monos lucro 再販売価格基準法
PVA Preço de venda por atacado no país de destino, diminuído do lucro 輸出先国卸値基準法
PVV Preço de venda a varejo no país de destino, diminuído do lucro 輸出先国小売値基準法
PVEx Preço de venda nas exportações 独立価格比準法























































































Leo Complementar 補足法 憲法規定事項を補足するもので、国会の立法権限に属する法形式
Códigos 法　典 中でも租税に関する一般ルールを定めたのが Código Tributário Nacional（租税法典）
Lei Ordinária 通常の法律 立法府により普通に制定される法律
Medida Provisória 暫定措置 緊急時に行政府が作成、立法府による事後承認手続を要する
Lei Delegada 委任法 国会の委任に基づき行政府により策定される




決定を細則化する。財務省であれば、 省令 （Portaria） 
が該当
Instruções Normativas 指示通達 法規に関する指示通達
Parecer Normativo 規範指示 法規に関する規範通達
Processos de Consuta 回　答 納税者との協議を経た正式な回答
（出典）主に次の文献を参照にしている。二宮正人＝矢谷通朗編著『ブラジルの法要説　法令・判例
へのアプローチ　』経済協力シリーズ（法律）169号28-35頁（アジア経済研究所、1993）、久野康成
『ブラジルの投資・M&A・会社法・会計税務・労務』209頁（TCG 出版、2013）、Rubens Branco, 
“Source and Residence: A new Configuration of Their Principles”, IFA Cahiers De Droit Fiscal 
International, Vol.90a,p.207 （2005）、Andr é Gomes de Oliveira & Francisco Lisboa Moreira, 
“The Brazilian Transfer Pricing Regime”, Bulletin For International Taxation, Vol.71, No.6, 
para.1.1 （2017）.











（Portaria）、その執行機関である連邦歳入庁（Receita Federal do Brasil
（以下 「RFB」 という。）） は、 規則のほか、 法規に関する指示通達（Instruções 






























































































































































































入取引（Law 9430, Art.18）、輸出取引（Law 9430, Art.19）、コモディティ
（一次産品） 取引 （Law 9430, Art.18A, 19B） 及び金融取引 （Law 9430, Art. 
22）の ４ つに区分して規定されている。ここでは、日本企業への影響が大き
い輸入取引及び輸出取引に焦点を当てて、 その内容を確認する （図表 ２ 参照）。
　イ　輸入取引
　輸入取引に係る移転価格算定方法は、独立価格比準法（以下 「PIC 法」 と











































EY 税理士法人『世界73か国の移転価格税制ガイドブック』 ４ 頁（中央経済社、2014）、 Elen Pexoto 
Orsini & Daniel Gustavo Peixoto Orsini Marcondes, “Recent Changes in Transfer Pricing 
Rules”, international transfer Pricing Journal, January/February 2013, p.26 （2013）.






















価格により算定する方法である（Law 9430/96, Art.19, para.3. Ⅰ）。次に
PVA 法は、輸出先国の卸売市場における同種又は類似する棚卸資産等の平
均販売価格から売上係る税額と販売価格の15％を差し引いて算定する方法で
あり（Law 9430/96, Art.19, para.3. Ⅱ）、また PVV 法は、輸出先国におけ
る小売市場において同種又は類似する棚卸資産等の平均販売価格から売上
係る税額と販売価格の30％を差し引いて算定する方法である （Law 9430/96, 
Art.19, para.3. Ⅲ）。最後に CAP 法は、輸出する棚卸資産等を購入又は製
造するのに要した費用に、輸出時に課される税額を加え、更にあらかじめ規
定された利益相当額15％を加算した額を移転価格とする方法をいう（Law 











りとなる。PIC 法及び PVEx 法は独立価格比準法（CUP 法）に対応する
（以下 PIC 法、PVx 法を総称して便宜的に「CUP 法」という。）。PRL 法、
PVA 法及び PVV 法は再販売価格基準法（RP 法）に対応し（以下 PRL
法、PVA 法、PVV 法を総称して便宜的に「RP 法」という。）、そして、
CPL 法及び CAP 法は原価基準法 （CP 法） に対応する （以下 CPL 法、 CAP
法を総称して便宜的に「CP 法」という。）。
　確かにこうした対応関係は認められるものの、ブラジルの移転価格税制



















































































































































































































を規定する 9 条 ２ 項が欠如している。ブラジルの移転価格税制を検討するに
当たっては、租税条約を切り口とした分析が必要不可欠と認められるとこ
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　 １ 　行政救済の概要
　税務調査に対する不服申立は、賦課決定通知書の日付から30日以内に地
方審査会（Delegacia Regional de Julgamento）（以下「DRJ」という。）










































































　第三審に当たる連邦高等裁判所（Suoerior Tribunal de Justiça）は、憲
（図表 ３）ブラジルの司法体系
（出典）Bob Michel et al.  “The Judicial System of Brazil: Legal Remedies under the Brazilian 
Tax System”Bulletin for International Taxation, Vol.71, No.6, para. 1.2.1.2.1（2017）.
全国司法審議会
















































































　本章第 ３ 節では、ブラジルの移転価格税制と租税条約 9 条 １ 項との関係に
まで踏み込んだ事件も取り上げるため、ここでは、ブラジルにおける条約と




















































。そうだとしたら、租税条約 9 条 １ 項、すなわち独立企業原則
は、そのまま直接的にブラジル国内法秩序として適用されるのであろうか。
以下ではこの点を検討することとする。










9 条 １ 項は、国内法の適用を制限するものか否かについて議論された。ジ
ェネラルレポーターの Guglielmo Maisto は、大半のブランチレポーター
が 9 条 １ 項を illustrative nature と理解していることを認識しつつも、同






































を開くことにあり、そして、相互協議によって 9 条 ２ 項に規定する対応的
調整へとつながるという
（135）
















　第 ３ 節　CARF による決定の動向



















　まず CARF は、OECD 移転価格ガイドライン上、法人が原材料を輸入し
てそれを製造する場合には、RP 法は最適な手法ではないとされていること
を強調した。つまり、OECD 移転価格ガイドラインが最適方法ルールを採
用していることを確認したのである。そして、CARF は OECD 移転価格ガ
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ランス、ドイツ、オランダ、イタリア、日本、スペイン及びスウェーデン）
と齟齬がある旨、主張した。これに対して CARF は、ブラジルの租税条約



































　④　OECD 加盟国が TNMM といった手法を受け入れているという事実





　⑥　したがって、TNMM を排除することは、白伯租税条約 9 条の特殊関
連企業条項に抵触しない。
　以上の CARF の決定は論理の運びに不明瞭な点が多いことは否めない。
敢えて要約すると、ブラジルは OECD 加盟国ではないため、租税条約 9 条














。第 １ 章第 ３ 節でも触
れたが、ブラジルの移転価格税制に係る法律は、一体検証の可否について明






約に規定されているのは 9 条 １ 項のみであって、対応的調整を規定する 9 条














































































































































































































（ １ ）Jim O’neill，“Building Better Global Economic BRICs”，Goldman Sachs, 
Global Economics Paper No.66 （2001）.
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（ ２ ）相互協議が移転価格問題にどのように機能してきたかを歴史的に分析した文献




（ ４ ）ブラジルではポルトガルからの独立以来、現在までに 7 つの憲法が制定され、
各憲法はその当時の体制を反映してきた。ブラジル憲法の邦訳及び憲法史は、矢谷
通朗編訳『ブラジル連邦共和国憲法1988年』 ４ 頁以下（アジア経済研究所、1991）。
（ ５ ）矢谷・前掲注（ ４ ）19頁。
（ 6 ）小池ほか・前掲注（ ３ ）39-40、 400-401頁、 阿部・前掲注（ ３ ）48、 186頁以下。
（ 7 ）矢谷・前掲注（ ４ ）19頁以下。
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Vol.95a, p.163; Christin Alces Alvarrenga, “Preventing Tax Avoidance: Is 
There Convergence in the Way Countries Counter Tax Avoidance?”, BULLETIN 
FOR INTERNATIONAL TAXATION, July 2013, p.357 （2013）.
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Tôrres, supra note （14） p.149.
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Roxan eds.  Cambridge University Press, 2012）.
（21）L.E.Shoueri & M. Barbosa, “Chapter ４ : Brazil” TRENDS AND PLAYERS IN TAX 







（24）Explanatory Memorandum, Item 14は次のとおり（英訳は、L.E.Shoueri & 
M. Barbosa, supra note （21） para.4.1.2.1.）。“it is adopted, with the taxation of 
income earned abroad, a measure intended to combat evasion and tax planning, 
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なる。See, Romero J.S. Tavares & Aline Dias, “What Will a Post BEPS Latin 
America Look Like?”, TAX NOTES INTERNATIONAL, Aug. 15, 2016 （2016）. See also, 
Romero J.S. Tavares et al., “New Brazilian Equity Interest Rules: Efficient 
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Shifting: An Alternative Path”，INTERTAX, Vol.42, Issue 11, pp.730-742 （2014）．
（28）各国の移転価格税制の導入時期及び発展史については、Eduardo Baistrocchi，
“Transfer Pricing Dispute Resolution: The Global Evolutionary Path” in 
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with the OECD; Current Transfer Pricing Issues”，INTERNATIONAL TRANSFER 
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